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1.最近 の 動 き/CurrentTopics
??
?
、
、
◎第1回 科学 技 術政策 研究 国際 コ ンフ ァ レンスを2月 に開催/lnternationalCo－
nferenceonScienceandTechnologyPolicytobeheldinFebruary
当研究所にプログラム企画委員会を設置 して開催準備を進めて きた第1回 科学
技術政策研究国際 コンファレンスを2月 上旬に開催する。
本 コンファレンスは、 「科学技術政策研究一個をすべ きか?何 がで きるか?一 」
をテーマとし、世界の第一線の研究者が一堂 に会 して、科学技術をとりま く環境
の変化の認識、技術革新のメカニズム等についての新たな概念の提唱を行 うとと
もに科学技術政策研究課題のプライオ リティについて議論を行 うことを目的 とし
ている。
本コンファレンスには、米国より、L.ブ ラ ンスコム(ハ ーバー ド大学、元N
SF理事会議長)、R.ネ ルソン(コ ロンビア大学、元大統領経済委員会委員)
両教授のよ うに米国政府の科学技術政策に影響を与えている研究者をは じめ、8
人が出席。欧州か らは、英国で25年 の科学技術政策研究の歴史を誇るサセ ック
ス大学科学政策研究所(SPRU)のG.オ ールダム所長等6カ 国(機 関)か ら
10人が参加。 さらに、カナダ科学評議会のケ二一 ・ウォレス議長のほか、オ 一
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ス トリア、韓国、中国の研究者を迎え、海外か らは総勢22人 の参加 となる。
国内か らは当研究所スタッフ以外 に猪瀬学術情報セ ンター所長、吉川東京大学工
学部長等が出席する。今回のコンファレンスによ り、当研究所 における研究成果
の普及、所外有i識者 との意見交換を通 じた研究活動の高度化、今後の中長期的研
究課題の発掘、科学技術政策研究における国際的なネ ッ トワ～クの構築等が図 ら
れ るもの と期待 している。
第1回 科学技術政策研究国際 コンフ ァレンス
科学技術政策研究 一河をすべ きか?何 がで きるか?一
日 時
場 所
199◎ 年2月2日(金)～4日(日)
下 田東 急 ホテル(静 岡県 下 田市)
◎}
◎米 国 オ クラホ マ大 学 との研 究協 力 にっ いて/ResearchCo◎perationwithThe
UniversityofOklahoma
この度 、米 国オ クラホマ大 学 ・科 学公 共政策 学科 との間で 科学 技術政 策 研究 全
般 に関 し、情 報交 換、研 究者 の交 流等 の研究 協力 を行 う合意 文書 に署 名 した。
昨年夏 に書 簡 の交 換 に よ り合意 して いた 内容 につ いて の正 式文 書で の署 名で あ
り、 これを機 に協 力関 係の一 層 の進 展 を図 って い く ことと して い る。
2月 の国 際 コ ンフ ァ レンスに も同学科 よ りD.E.キ ャ ッ シュ教授 が参 加す る
こ と とな って い る 。
?》
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◎ 平成2年 度 政府 予算 案 にっ いて/GovernmentalBudgetPlanforMST£P,FY1990
1989年12月29日 、平成2年 度予算の政府案が決定 した。
当研究所については 「国立試験研究機関に関する比較共同研究」な ど新規3課
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題 の開始 等 に よ り、総額4億43百 万 円が計 上 され、前 年度 比111,1%の 伸
び とな って い る。
?
?
◎研究会等/ResearchMeeting,
○第2回 地域における科学技術振興に関す る調査研究会が、12月12Hに 開催
され、具体的なヒヤ リング調査対象地域に関す る検討を中心に討議がな された。
○ 「第4回 ア ジアのエネルギー消費 と地球環境に関す る調査研究会」 と 「第3回
アジアのエネルギー消費 に伴 う大気環境汚染物質排 出量の推計に関す る小委員会」
が12月15日 に合同で開催 され、汚染物質排出量の推計に必要な基礎データの
うち、燃料(石 炭、石油)の 性状の実態及びエネルギー需給見通 しの実態につい
て収集結果を評価 し、今後 さらに収集すべ きデータ等 にっいて検討 した。
?
?
?
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◎講演 会等/LecturesatMSTEP
12/8(金)「英 国の科 学技 術政策 にっ いて 」
リチ ャー ド ・バ イ ンダー(英 国大 使館 科学 技術参 事官)
12/18(月)「仏 にお け る研究 開発及 び産 業政 策」
ベ ル ナール ・ボーブ教 授(パ リ中 央大学)
12/18(月)「日本 のR&Dシ ス テム ー再考」
後藤 晃教 授(一 橋大 学経 済学 部)
◎ 主 要 来 訪 者/ForeignVisitorstoNISTEP
12/4(月)Prof.E.1.Pau}inyi,Ph.D.(サンパ ウ ロ大 学)
12/11(月)TomOwens(米国NSF)
12/11(月)李 覚(韓 国 前 科 学 技 術 処 長 官)
12/18(月)Mr.Farnoux(仏ヨ ー ロ ッパ 問 題 大 臣 官 房 室)
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2.研 究 ノ ー1・/ResearchNote
中国 の科学 技術 と火燈 計画 ・星 火計 画
(Torchprogram&Starprogram)
中華人民共和国成立以来4◎ 年、科学技術は政治の原因で曲が りくね った道を
歩んで来た。 しか し、振 り返 ってみ るとやは り相当な進歩を遂 げたと言える。
科学技術への投資 と人材 について言 うと、8◎ 年代に入ってか ら中国の科学技
術関係予算は年 々顕著に増加 している。対財政比率は世界的に も高水準 に達 して
お り、それだけに政府の役割が大 きい。1987年 のR&D費 用は115.5億
元であ り、そのうち政府出資は68.9億 元で60%に 達 してい る。それはまた
財政総支出の4.6%に 達 している。科学技術関係者は889.43万 人に達 し
た。その中で大卒者は46.19%を 占めている。普通大学は1063校 で、教
師は38.5万 人、大学生195.9万 人、大学院生10.6万 人である。-R
&Dに 従事 している科学技術者は37.4万 人である。
中国では先端技術の発展を国家戦略の一つ として定め、人材、財力、物力を集
中 して重点課題(バ イオ、新素材、電子、宇宙、高エネルギー物理 など)の 研究
を実施 している。1986年3月 には、 「先端技術研究開発計画綱領」を制定 し
た。近ごろ中国科学院は今後10年 間に超電導、核反応、地球物理 など十数の分
野で国際公認の水準 まで引き上 げるという計画を打 ち出 した。 そしてR&Dの 成
果を経済利益に転化するために ユ989年 か ら火炬計画(TORCHPROG
RAM)を 実施することを決定 した。
火煙計画の 目的は先端技術を振興 し、R&Dの 成果を経済利益 に転化させるた
めに先端技術産業を起 こし、産業構造を改善 させ、2000年 までに中国の技術
?
??
?
?
㍉
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シ製品の輸出比率を中進国の80年 代初期の レベルにまで到達 させ ることである。
火煙計画の主な施策はっぎの通 りである。
①ハイテク産業の振興。3年 間に約10万 人の科学技術スタッフを動員 して、
2,000余 りのハイテク企業 とi幾つかのハイテク企業基地を興 しハイテ ク
製品を国内外の競争に参入 させる。
②重点項目に力を集中すること。バイオテクノロジー、マイ クロエレク トロ
ニ クス、メカ トロニクス、新材料、新エネルギー及び省 エネルギーに関する
技術の5っ の分野をまず優先的に発展させ、技術が成熟 して製品が輸出で き
るか、あるいは従来の輸入品に代替で きるようにすること、そ して投入産出
の比を1:5以 上にすること、建設周期の短い項 目を重点 として行 うことを
決めた。
③科学技術 システムを改善すること。科学技術者の人事管理などの政策を改
善 し、科学技術者を生産 と経営活動に自由に参加させると同時 に、R&D資
金、税金、市場、技術移転など各方面の政策を改革 し、技術の商品化のため
に新 しい環境と条件を開拓する。
④全国に、2奪 以上の科学技術実験開発区(テ クノポ リス、Science
Park)を 設立 し、条件の揃 う所でイ ンキュベータ(incubator)
を設立す ること。外国のイ ンキュベ ータの先進的な経験を くみとる。
⑤科学技術出身の企業家を養成すること。3年 間で約2万 人の経営管理、市
場、金融、商業知識を備えた企業家を育成するために、青年科学技術スタッ
フを トレーニ ングしてハイテ ク企業に従業 させ る。
⑥資金調達の多角化。現在既に272の 火炬 プmジ ェク トが批准 されたが、
国家の15億 元の投資は主に人材の養成、総合サービスセ ンターの設立な ど
と重要なプロジェク トに使われた。そのほか銀行の融資 と各企業、団体か ら
の借金、債券と株の発行などの方式で資金を調達する。それに外国資金 も積
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極的に吸収す る。 このために火煙計画基金会を設けた。その基金会 は資金の
募集、プ ロジェク トの選択、 リスクの分担 と国内外の市場開拓、ハイテク情
報の収集、提供 などの任務を も担 っている。
経営方式と所有方法なども多様化する。国家、集団 と個人所有制だけでな く、
外国合弁、全部外国資本などで、請負、 リース、株式などの多様な運営方式を採
用する。 さらに近代的な管理 システムと市場のメカニズムを確立するために、 自
主的な決定とフ レキシブルな人事管理、分配原則をっ らぬ くことを決めた。 そ し
てR&D部 門、大学、工場と貿易部門の聞で各形式の協力を行 うことが提唱 され、
奨励 されている。
中国の火炬計画が発表 されてか ら、世界的に も注 目されている。中国政府 も積
極的に国際協力を求めている。
中国政府 は先端技術を重視 しているばか りでなく、伝統技術の改造 と農村企業
の技術改善 にも大 きな力を投入 した。中国国家科学技術委員会では、科学技術に
より中国の農村経済を振興するために、1985年 に星火計画を策定 した。
「星火計画」の目標はっぎの5で ある。
① まず、農村企業10⑪ 業種に適応 したプラン トに関す る技術 と設備を開発
し、次にその経験 に基づいて多数のプラン トを普及 させ ること。
②技術モデルと して農村企業50◎ 社を発足させ、それ らの企業にプmセ ス
技術、管理規則、生産設計、晶質管理などを全面的に提供 し、支援す ること。
③100万 人の在職青年 と末端組織の幹部を養成 し、該当地域の適当な先進
技術を一、二修得させ ること。
④遅れている12の 地区を地域開発のモデルとして開発すること。
⑤輸出商品の基地 と副食製品の基地を多 く建設すること。
「星火計画」の実施の資金を保証す るために国家は5年 間、毎年ある金額を投
入す るほか、各種の融資 も募集 して、税制、金融 など優遇措置をとる。
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「星火計画」がよりよく実際に適い、フ レキシビリテ ィを持つためには、長期
計画を立てずに、2年 計画で行 う。u－ リング式で発展 させて、毎年調整、補充、
改善 して実績を高めてい くことを決めている。
農村の科学技術者を養成す るのがその計画の実施 のポイン トであるため、2年
間に約60の トレーニ ングセ ンターを通 じて35才 以下の農村中学卒 と高校卒の
青年に科学技術と現代管理の知識を修得させ る。
星火計画は4年 間で大 きな成果を収めた。生産高 は130億 元 に達 した。国家
へ納入 された税金は36億 元であ り、技術開発 によって16億 ドルの外貨が節約
された。投入 と産出の比は1:5で あるが、計画が全部終了 した場合、生産高は
400億 元に税金は84億 元に達す る見込みである。
4年余 りの間で、10◎ 業種の農村企業に適切な技術設備を提供するとともに
500余 りのモデル企業を設立 した。 これ ら企業 は農村におけるモデルの役割を
果た した。各種の トレーニ ングを通 じて、400万 人の農村科学技術中核専門家
が養成 された。
f星火計画」は実施以来4年 間で、以上のよ うな成果をあげたので、全国的に
注 目された。 「星火計画」は、広大な農村に科学技術の 「星火」を送 り、人口の
80%を 占める農民の文明程度、科学技術の知識 と生活方式、生産構造 などを根
本的に改めるために重大な意義を もっ と思われる。加えて中国の広大な農村の余
剰労働力を活用す る道を開拓で き、技術改善を通 じて農村 と都市の環境汚染を解
決で きる計画であ る。農民の科学技術に対する意識を高め、人材 と資金とを農村
に導入 した。 このように星火計画の実施は中国が発展 していく途上 において、重
要な戦略的な意義を もっ と言え る。
「星火計画」では、今後2年 間の方針 として、科学技術によって地域の中核産
業形成を促進す ることを決めた。今年320の 国家 レベルのプ ロジェク トを実施
する予定で、主 として大企業のエネルギー、水、原料等と競争 しない加工技術 と
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生産プ ロセスの開発 と農村企業の環境汚染を改善す る措置などに重点がおかれて
いる。
(第2研究 グループ 張扇特別研究員)
3.来所 講 演 概 要/SuramaryoftheLectureat陪STEP
「我が国の外交 と科学技術 タスクフォ ・ースについて」
遠藤哲也(外 務省大使)
日米科学技術協定の改訂交渉、東芝 ココム事件以来外交問題の中で科学技衛の
問題が重要になって きた。特に、科学技術 は経済、安全保障 と別には考え られな
くなって きている。 ここでは、私が ここ数年係わ ってきた仕事(科 学技術審議官)
を通 じて私なりに外交と科学技術の関係を、外務省の科学技術 に関す るタスクフ
ォースでの議論 も紹介 しなが ら分析する。
日米の貿易摩擦を歴史的に考えると、その対象は繊維 に始ま り家電、鉄鋼、 自
動車というように軽か ら重へ、さらに工作機械、半導体、通信機器、人工衛星な
どのハイテ クへと変化 して きた。また、製品中心か ら資本の自由化や構造問題等
の経済 システムへ という変化 もみ られ る。 こうした中での最近の特徴は、①摩擦
品 目のハイテク化、②同時多発的(以 前は単発的)、 ③国家主権に係わることも
協議の対象 ということがある。
日米摩擦の原因として考えているのは、
1)米国の対 日赤字(米 国の対外赤字全体では、徐々に改善の方向)
2)H本 との競争 に対する危機感
①ハイテクの中で もこれ まで米国の牙城であ った宇宙、航空機 にまで及んで き
た(経 済的な問題)
②安全保障 と絡む技術が多 くなってきた。
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③世界の リーダーであるアメ リカへの挑戦。
④普遍的なメッセージのない 日本という国に対する不安。
とい った ものがあるのではないか と思 う。
こういった日米摩擦は、最近の科学技術の発展 と密接に関係すると思われ る。
最近の科学技術の特徴をみると、以下のようになるのではないか。
1)科学技術 と経済発展の関係が より緊密にな ってきたこと。半導体の市場と技
術進歩にみ られるよ うに、研究の成果が経済に影響するタイムラグが非常に短 く
なって きた。昔は発明か ら実用化まで10年 かか っていたが最近は2年 程度 にな
って きている。そ うすると、 このような新 しい技術革新が起きるとそれ も摩擦の
一因 となる。加えて経済発展 に占める科学技術の役割が大 きくなって きた。
2)民 生技 術 と国防技 術の境 界が は っき りしな くな って きた(DUT化)こ と。
かっ て は技 術 は国防 か ら民 生へ の流 れで あ った(Spin-◎ff)が 、民 生
部門 の激 しい競 争 、豊富 な資 金 によ り民 生技術 が高 度化 し、逆 の 流れ(Spin
-on)が で て きた。H米 間 の技術 の流 れ はま さに この ような変化 を みせて い る。
これ に伴 い、 科学技 術 が安全保 障 の問題 と絡ん で くる ことが多 くな った。
?
?
?
3)国 と科学 技術 の関係 が 密接 にな って きた こと。米 国の マ ンハ ッタ ン計 画以 来 、
原 子力 、宇宙 開発 等、 ビ ッグサ イエ ンスがで て きて研究 開発 が大型 化 、高 リス ク
化 し、政 府が これ らを推 進す るよ うにな って きた。
4)科学 と技術が接近 してきた。
今度 は、科学技術 と外交の関係を先進国間、東西間、南北間でみてみ る。
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1)先進国間
日米科学技術協定改訂交渉で議論 となったところを紹介す る。
旧協定 は完全に友好関係のみであった。1987年 に突然米国が これを改正 し
たいといって きた。議論の焦点は以下の通 り。
① シンメ トリカル ・アクセス
米国の主張は、 日本は基礎研 究を自分でや らずに、欧米の基礎研究の成果を使
って商業化に力を入れて きた(フ リーライ ド)。米国は大学、国研で研究が盛ん
に行われ、そこへは誰で も自由にアクセスで きる。一方 日本の研究 は8割 が民間
で行われてお り、そこへはアクセスできないのは問題である◎ もう一つは、研究
者の交流の不均衡。 日本の研究者は米国にた くさんいっているが、米国の研究者
は 日本 にあまりいっていない。
②知的所有権
米国は共同研究の成果の分配に関心が強いが、両国の知的所有権制度が異な っ
ている。
③安全保障
米国は、安全保障に絡む研究の成果は、機密にすべ きと主張。
このように先進国の閤では、科学技術に関する摩擦が90年 代にかけて大 きく
なって行 く恐れがある。
2)東西間
東西間で何 らかの交流を持つ ことは大切 なことである。現在の東西関係は軍縮
が大 きな流れであ り、今後、通常戦力が削減されてい く。 このなかで ソ連は通常
戦力の近代化が必要にな って くる。そこで西側諸国は東側への最新技術の流出を
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抑えてい く。その時、DUTが 多 くなっているために規制すべ き技術とそ うでな
い技術の境界が曖昧で国際競争力が弱 くなっている米国がCOCOMの 名の もと
にハイテクの海外流出を規制 してい くか もしれない。COCOMは 、現在は製品
と役務のみが規制の対象で人の頭に入 っている情報 は対象にな っていないが、 こ
れ にどう対処するかという問題がある。
3)南北間
《 南北関係を科学技術の面か らみるには、途上国を同一視で きない。まず、一般
の技術 レベルは低いが進んだ先端技術 もあるイン ド、中国。第二 に、NIES。
その他、ASEAN諸 国、最貧国、その他の国と五つ くらいに分け られ るので
はないかと思 う。 ただ し、 これ らに共通 して いることは、南北格差はこれか ら広
がる一方。技術移転を どう円滑に進め るかが大 きな問題である。そのためには、
きちっとした知的所有権制度の国際的枠組みが不可欠 である。
以上の現状か ら、今後 日本 として 「国際」 とい う観点か らどのように科学技術
を推進 していった らよいかという私見を述べてみる。
1)先進国間
摩擦を完全にな くすのは難 しいと考え られ るので、以下のように積極的に協力
を進めることが重要である。
①ODAの ように、科学技術の国際協力のための予算枠を確保す る。そ して何を
協力項 目とす るかを絞 り込む。
②他国間協力への参加を さらに進める。 日本、米国、EC3極 の うち、多 くが米
国主導で 日本、ECは それ に引 き込まれている。HFSPの ようにこれか らは日
本 も主導 して行 くことも必要である。
③ これ らに加えて、基礎研究を強化す る。
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2)東西間
COCOMの 規制品 目を もっと厳選 し、また、これを有効にするために、産業
界の協力 も必要である。東側との科学技術協力を行 う場合、西側先進国が揃 って
参加する。
3)南北聞
資金援助 に加えて、相手国の技術協力の受け皿(環 境)を 整えることが先決で
ある。
(本稿は、講演の骨子を当所で まとめたものであ る。)
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